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業務委託契約標準契約書（大学・国立研究開発法人等用） 

平成２７年３月１８日制定 

（中略） 

２０２４年 ３月２９日改正 

２０２５年 ３月２８日改正 
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特記事項 

      附則 

    （２）様式              

    （３）業務委託契約約款別表（大学・国立研究開発法人等用）     

    （４）業務委託費積算基準（大学用） 
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１．業務委託契約標準契約書（大学・国立研究開発法人等用）雛型 （略） 

２．業務委託契約約款（大学・国立研究開発法人等用） 

（１）約款本文  

第１条 （略） 

 

（再委託等） 

第２条 

第１項 ～ 第３項 （略） 

４ 乙は、乙が第１項に基づき国立機関等及び私立大学以外のものに再委託すると

きは、再委託先が委託業務を実施するために購入又は製造した取得財産のうち、

取得価額が５０万円以上かつ使用可能期間が１年以上の取得財産（以下、取得価

額が５０万円以上かつ使用可能期間が１年以上の取得財産を「登録資産」とい

う。）の所有権は、再委託先が検収又は竣工の検査をした時をもって、原則、乙に

帰属するものとし、帰属に関する事項及び事業終了後の資産の取り扱い等を再委

託契約書に定めるものとする。 

 

第５項 ～ 第６項 （略） 

 

第３条 ～ 第１０条 （略） 

 

（実施計画書等の変更） 

第１１条 

第１項 ～ 第２項 （略） 

３ 甲は、第１項の規定により乙から申請があった場合は、遅滞なく承認又は不承

認の通知を乙に行うものとする。 

第４項 ～ 第７項 （略） 

１．業務委託契約標準契約書（大学・国立研究開発法人等用）雛型 （略） 

２．業務委託契約約款（大学・国立研究開発法人等用） 

（１）約款本文  

第１条 （略） 

 

（再委託等） 

第２条 

第１項 ～ 第３項 （略） 

４ 乙は、乙が第１項に基づき国立機関等及び私立大学以外のものに再委託すると

きは、再委託先が委託業務を実施するために購入又は製造した取得財産（建物、

構築物、機械装置、車両運搬具、工具、器具又は備品をいう。）のうち、取得価額

が５０万円以上かつ使用可能期間が１年以上の取得財産（以下、取得価額が５０

万円以上かつ使用可能期間が１年以上の取得財産を「登録資産」という。）の所有

権は、再委託先が検収又は竣工の検査をした時をもって、原則、乙に帰属するも

のとし、帰属に関する事項及び事業終了後の資産の取り扱い等を再委託契約書に

定めるものとする。 

第５項 ～ 第６項 （略） 

 

第３条 ～ 第１０条 （略） 

 

（実施計画書等の変更） 

第１１条 

第１項 ～ 第２項 （略） 

３ 甲は、第１項の規定により乙から申請があった場合は、受理した日から１０日

以内に承認又は不承認の通知を乙に行うものとする。 

第４項 ～ 第７項 （略） 
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第１２条 ～ 第１３条 （略） 

 

（検査及び報告の徴収） 

第１４条 

第１項 ～ 第６項 （略） 

７ 乙は、前項の通知を受けたときは、別紙に定める書類その他甲が別に定める書

類等を準備し、委託業務の内容及び経理内容を説明できる者を甲の指定する検査

場所に乙の負担で派遣するものとする。 

 

第８項 ～ 第９項 （略） 

 

第１５条 ～ 第１９条 （略） 

 

（取得財産の管理等） 

第２０条  乙が委託業務を実施するために購入し、又は製造した取得財産（以下

「取得財産」という。）の所有権は、乙が検収又は竣工の検査をした時をもって乙

に帰属するものとする。 

第２項 ～ 第７項 （略） 

８ 乙は、委託業務の遂行上、電気、熱・冷熱、液化油、化学製品等の有価物（以

下「副生物」という。）の発生等が見込まれる場合は、速やかに甲に申出なければ

ならない。 

９ 甲は、前項の申出を受けたときは、その副生物の処分等の方法について、乙に

指示をするものとする。 

１０ 乙は、前項の規定により副生物の処分等をした場合は、速やかに甲に報告し

なければならない。 

 

第１２条 ～ 第１３条 （略） 

 

（検査及び報告の徴収） 

第１４条 

第１項 ～ 第６項 （略） 

７ 乙は、前項の通知を受けたときは、業務委託契約約款別表（大学・国立研究開

発法人等用）に掲げる書類その他甲があらかじめ指定する書類を準備し、委託業

務の内容及び経理内容を説明できる者を甲の指定する検査場所に乙の負担で派

遣するものとする。 

第８項 ～ 第９項 （略） 

 

第１５条 ～ 第１９条 （略） 

 

（取得財産の管理等） 

第２０条  乙が委託業務を実施するために購入し、又は製造した取得財産（建物、

構築物、機械装置、車両運搬具、工具、器具又は備品をいう。）の所有権は、乙が

検収又は竣工の検査をした時をもって乙に帰属するものとする。 

第２項 ～ 第７項 （略） 

８ 乙は、委託業務の遂行上、電気、熱・冷熱、液化油、化学製品等の有価物（以

下「副生物」という。）の発生が見込まれる場合は、速やかに甲に申出なければな

らない。 

９ 甲は、前項の申出を受けたときは、その副生物の処分の方法について、乙に指

示をするものとする。 

１０ 乙は、前項の規定により副生物を処分した場合は、速やかに甲に報告しなけ

ればならない。 
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第２０条の２ ～ 第３０条 （略） 

 

（知的財産権の帰属） 

第３１条  

第１項 ～ 第４項 （略） 

５ 乙は、第１項の知的財産権を第三者に移転又は利用許諾する場合は、第３項及

び第４項、第３１条の３、第３１条の４、第３１条の５、第３１条の６、第３２

条、第３２条の２、第３３条並びに第３４条の規定の適用に支障を与えないよう

当該第三者に約させねばならない。 

第６項 （略） 

 

第３１条の２ ～ 第３２条 （略） 

 

（経済安全保障推進法に基づく特許出願の非公開） 

第３２条の２  

第１項 ～ 第２項 （略） 

３ 乙は、乙の特許出願に関して、その出願から経済安全保障推進法第６６条第１

項に基づき特許庁長官により当該特許出願に係る書類が内閣総理大臣へ送付さ

れる若しくは送付されないことが決定されるまでの間、及び経済安全保障推進法

第６７条第１項に規定された保全審査が行われている間、当該特許出願の明細書

等に記載された発明に係る詳細な技術情報については、甲に提示しないこととす

る。ただし、当該特許出願の明細書等に記載された発明が、経済安全保障推進法

第６６条第１項に規定する特定技術分野に属さないことが明らかである場合は、

この限りでない。 

４ 乙は、特許出願を予定している場合、当該特許出願の明細書等に記載する発明

 

第２０条の２ ～ 第３０条 （略） 

 

（知的財産権の帰属） 

第３１条  

第１項 ～ 第４項 （略） 

５ 乙は、第１項の知的財産権を第三者に移転又は利用許諾する場合は、第３項及

び第４項、第３１条の３、第３１条の４、第３１条の５、第３１条の６、第３２

条、第３３条並びに第３４条の規定の適用に支障を与えないよう当該第三者に約

させねばならない。 

第６項 （略） 

 

第３１条の２ ～ 第３２条 （略） 

 

（経済安全保障推進法に基づく特許出願の非公開） 

第３２条の２  

第１項 ～ 第２項 （略） 

３ 乙は、乙の特許出願に関して、その出願から経済安全保障推進法第６６条第１

項に基づき特許庁長官により当該特許出願に係る書類が内閣総理大臣へ送付さ

れる若しくは送付されないことが決定されるまでの間、及び同法第６７条第１項

に規定された保全審査が行われている間、当該特許出願の明細書等に記載された

発明に係る詳細な技術情報については、甲に提示しないこととする。ただし、当

該特許出願の明細書等に記載された発明が、同法第６６条第１項に規定する特定

技術分野に属さないことが明らかである場合は、この限りでない。 

 

４ 乙は、特許出願を予定している場合、当該特許出願の明細書等に記載する発明
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に係る詳細な技術情報を甲に提示しないこととする。ただし、当該発明が、経済

安全保障推進法第６６条第１項に規定する特定技術分野に属さないことが明ら

かである場合は、この限りでない。 

５ 第２項から第４項までの規定にかかわらず、甲が委託業務の管理における必要

性から保全対象発明又は詳細な技術情報の提示を求めたときは、経済安全保障推

進法第７４条第１項に基づき開示が禁止されているものを除き、乙は、甲が指定

する方法により、当該保全対象発明の情報又は詳細な技術情報を甲に提示するも

のとする。 

 

（出願後の状況通知） 

第３３条 乙は、第３２条の規定に基づき産業財産権出願通知書を甲に提出した場

合は、特許出願については発明が出願公開（ＰＣＴ国際公開を含む。）された後遅

滞なく、特許権以外の産業財産権の出願又は申請については産業財産権出願通知

書の提出後速やかに、出願又は申請番号、出願又は申請日、優先権主張番号、優

先権主張日、優先権主張国、出願人又は申請人名及び発明等の名称が確認できる

書類の写しを添付して、甲が別に定める産業財産権等出願後状況通知書１通を甲

に提出するものとする。また、委託業務に係る産業財産権の設定登録又は品種登

録が行われたときは、出願番号（回路配置利用権及び育成者権を除く。）、登録番

号、登録日、権利者名、発明等の名称が確認できる書類の写しを添付して、甲が

別に定める産業財産権等出願後状況通知書１通を登録公報発行の日又は登録に

関する公示の日から６０日以内（ただし、外国の場合は９０日以内。）に甲に提出

するものとする。 

第２項 ～ 第４項 （略） 

 

第３４条 ～ 第４２条 （略） 

 

に係る詳細な技術情報を甲に提示しないこととする。ただし、当該発明が、同法

第６６条第１項に規定する特定技術分野に属さないことが明らかである場合は、

この限りでない。 

５ 第２項から第４項までの規定にかかわらず、甲が委託業務の管理における必要

性から保全対象発明又は詳細な技術情報の提示を求めたときは、乙は、甲が指定

する方法により、当該保全対象発明の情報又は詳細な技術情報を甲に提示するも

のとする。 

 

 

（出願後の状況通知） 

第３３条 乙は、委託業務に係る産業財産権の設定登録又は品種登録が行われたと

きは、出願番号（回路配置利用権及び育成者権を除く。）、登録番号、登録日、権

利者名、発明等の名称が確認できる書類の写しを添付して、甲が別に定める産業

財産権等出願後状況通知書１通を登録公報発行の日又は登録に関する公示の日

から６０日以内（ただし、外国の場合は９０日以内。）に甲に提出するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

第２項 ～ 第４項 （略） 

 

第３４条 ～ 第４２条 （略） 
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（外国法人の特例） 

第４３条 乙が外国法人であるときは、本契約の効力又は手続について、本条に規

定するところによる。 

２ 本契約の成立、解釈及び効力に関しては、日本国で効力を有する法令に準拠す

るものとする。 

３ 本契約に定めのある期間の始期及び終期は日本標準時間による。 

４ 本契約は日本語を正文とする。参考のため英文訳が作成された場合であって

も、日本語の正文のみが契約としての効力を有し、英文訳にはいかなる効力も有

しないものとする。 

５ 相互の意見の疎通を図るため、乙は本契約で定める文書、書類、報告書等のう

ち甲が別に定めるものについては、日本語を使用し、又は日本語訳を添付するも

のとし、本契約に係る協議､連絡､打合わせ等において日本語を使用することがで

きるよう通訳の確保等必要な措置を、乙の負担で講ずるものとする。 

６ 乙は、日本国内に本契約で定める文書、書類、報告書等の送受及び必要な連絡

を行う権限を有する代理人をおくものとし、代理人又は代理人の住所を変更した

ときは、速やかに甲に通知するものとする。 

７ 第３１条第１項中「乙に帰属するものとする」とあるのは「原則甲乙の共有と

し、甲の持分は、甲及び乙の持分の５０％以上とする（以下甲乙が共有する知的

財産権を「共有知的財産権」という。）」とする。 

８ 前項の場合、第３１条第３項第一号、二号、三号及び四号、第３１条第４項及

び第５項、第３１条の３、第３１条の４、第３１条の５、第３３条並びに第３４

条の「知的財産権」とあるのは「知的財産権の持分」と読み替えるものとする。 

９ 委託期間中及び委託期間終了後の共有知的財産権の出願、登録及び維持に係る

費用（以下「出願等費用」という。）は、乙が甲の持分に係る出願等費用も負担す

るものとする。ただし、乙が持分の全部を放棄した場合は、この限りでない。 

１０ 委託期間中であって、甲が承認した場合は、出願に係る費用を委託業務の実

（外国法人の特例） 

第４３条 乙が外国法人であるときは、本契約の効力又は手続について、次に規定

するところによる。 

一 本契約の成立、解釈及び効力に関しては、日本国で効力を有する法令に準拠

するものとする。 

二 本契約に定めのある期間の始期及び終期は日本標準時間による。 

 

 

 

三 相互の意見の疎通を図るため、乙は本契約で定める文書、書類、報告書等のう

ち甲が別に定めるものについては、日本語を使用し、又は日本語訳を添付する

ものとし、本契約に係る協議､連絡､打合わせ等において日本語を使用すること

ができるよう通訳の確保等必要な措置を、乙の負担で講ずるものとする。 

四 乙は、日本国内に本契約で定める文書、書類、報告書等の送受及び必要な連絡

を行う権限を有する代理人をおくものとし、代理人又は代理人の住所を変更し

たときは、速やかに甲に通知するものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



業務委託契約標準契約書（大学・国立研究開発法人等用）（新）  業務委託契約標準契約書（大学・国立研究開発法人等用）（旧） 

施に要した経費として計上することができる。 

１１ 乙が第三者に対して共有知的財産権の利用許諾をする場合は、甲が別に定め

る共有知的財産権利用許諾申請書を甲に提出し、あらかじめ甲の承認を得なけれ

ばならない。 

１２ 甲は、共有知的財産権について、第三者に対して任意に利用許諾をすること

ができるものとし、乙はあらかじめこれに同意するものとする。 

１３ 甲は共有知的財産権の自己持分を放棄する場合は、その旨を乙に通知するも

のとする。 

１４ 甲、乙、又は甲乙共同して、第三者に対して共有知的財産権の利用許諾を行

う場合は（以下当該第三者を「利用許諾先」という。）、あらかじめ利用許諾先と

の間で次に掲げる事項を合意しなければならない。 

 一 甲又は乙は、共有知的財産権の自己持分を利用許諾先の承認を得ることな

く、放棄できること（ただし、甲又は乙が利用許諾先に対して１年以下の知的財

産権維持義務を負う場合を除く。）。 

 二 利用許諾先が共有知的財産権を自ら実施したことにより生じた一切の責任

や損害賠償から甲及び乙が免責されること。 

 三 利用許諾先の合併、会社分割等の組織再編、事業譲渡、株式譲渡等により、

経営環境又は経営体制に著しい変化が生じた場合に利用許諾契約を解約できる

こと。 

 

第４４条 ～ 第５０条 （略） 

 

（存続条項） 

第５１条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は第３６条、第３７条若しくは第３

８条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、次の各号に掲げる条項

については、引き続き効力を有するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４４条 ～ 第５０条 （略） 

 

（存続条項） 

第５１条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は第３６条、第３７条若しくは第３

８条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、次の各号に掲げる条項

については、引き続き効力を有するものとする。 
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一 各条項に期間が定めてある場合において、その期間効力を有するもの。 

第６条第３項、第１３条第１項、第１４条第９項、第２２条第５項、第２４条

第１項及び第４項並びに第２９条第３項から第６項まで 

二 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第２条第２項から第４項まで、第３条、第４条第３項から第５項まで、第５条、

第８条、第１１条第７項、第１４条第１項から第８項まで、第１５条から第１９

条まで、第２０条第２項から第１０項まで、第２１条、第２４条第３項、第５項、

第６項及び第８項、第２５条、第２６条、第２７条第１項、第３項及び第４項、

第２８条の２、第２８条の３、第２８条の４、第２９条第１項及び第２項、第３

１条から第３６条まで、第３９条、第４０条、第４１条から第４４条まで、第４

６条から第４８条まで、第４８条の２第１項から第６項まで、第４９条並びに第

５０条第１項第三号 

三～四 （略） 

 

第５２条 ～ 第５４条 （略） 

 

特記事項 （略） 

 

附 則 

 １．この標準契約書は、平成２７年３月１８日から施行し、平成２７年度事業か

ら適用する。 

 ２．この標準約款は、国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立

大学、高等専門学校並びに国立研究開発法人及び独立行政法人に適用する。 

  （中略）  

附 則 

１．この標準契約書は、２０２４年４月１日から施行し２０２４年度事業から

一 各条項に期間が定めてある場合において、その期間効力を有するもの。 

第６条第３項、第１３条第１項、第１４条第９項、第２４条第１項及び第２９

条第３項から第６項まで 

二 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第３条、第１９条、第２０条第２項から第１０項まで、第２１条、第２５条、

第２６条、第２７条第１項及び第４項、第２８条の４、第３１条から第３４条ま

で、第４０条、第４１条から第４４条まで、第４６条、第４８条、第４８条の２

第１項から第６項まで並びに第５０条第１項第三号 

 

 

 

 

三～四 （略） 

 

第５２条 ～ 第５４条 （略） 

 

特記事項 （略） 

 

附 則 

 １．この標準契約書は、平成２７年３月１８日から施行し、平成２７年度事業か

ら適用する。 

 ２．この標準約款は、国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立

大学、高等専門学校並びに国立研究開発法人及び独立行政法人に適用する。 

  （中略） 

附 則 

１．この標準契約書は、２０２４年４月１日から施行し２０２４年度事業から
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適用する。 

２．ただし、改正後の約款第２３条第１項第一号、第３０条第８項、第３１条

の３第３項、第３１条の４第２項、第５１条第１項第二号及び第５３条の

規定は、２０２４年４月１日以降に締結した契約（変更契約を含む。）か

ら、また、第３２条の２第１項の規定は、２０２４年４月１日以降に締結

した契約（変更契約を含む。）において、経済安全保障推進法の附則に基づ

き、政令で定める特許出願の非公開（第６６条から第８５条まで）の施行

日から適用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１．この標準契約書は、２０２５年４月１日から施行し適用する。 

２．ただし、改正後の約款第２条及び第２０条の規定は、２０２５年度事業か

ら適用する。また、改正後の約款第３１条第５項及び第４３条の規定は、

２０２５年４月１日以降に締結した契約（変更契約を含む。）から適用し、

同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

 

（２）様式 （略） 

 

（３）別紙 

別紙１－１―１ 経費発生調書（大学用） 

別紙１－１－２ 経費発生調書（国立研究開発法人等用） 

別紙１－２ ～ 別紙６ （略） 

別紙７ ＮＥＤＯ労務費単価一覧表（時間単価用） 

別紙８ 委託業務従事日誌 

別紙９ （略） 

別紙１０ ＮＥＤＯ労務費単価一覧表（エフォート専従者用） 

適用する。 

２．ただし、改正後の約款第２３条第１項第一号、第３０条第８項、第３１条

の３第３項、第３１条の４第２項、第５１条第１項第二号及び第５３条の

規定は、２０２４年４月１日以降に締結した契約（変更契約を含む。）か

ら、また、第３２条の２第１項の規定は、２０２４年４月１日以降に締結

した契約（変更契約を含む。）において、経済安全保障推進法の附則に基づ

き、政令で定める特許出願の非公開（第６６条から第８５条まで）の施行

日から適用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（２）様式 （略） 

 

（３）業務委託契約約款別表（大学・国立研究開発法人等用） 

別紙１－１―１ 経費発生調書（大学用） 

別紙１－１－２ 経費発生調書（国立研究開発法人等用） 

別紙１－２ ～ 別紙６ （略） 

別紙７ ＮＥＤＯ労務費単価一覧表（時間単価用） 

別紙８ 委託業務従事日誌 

別紙９ （略） 

別紙１０ ＮＥＤＯ労務費単価一覧表（エフォート専従者用） 
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別紙１１ ～ 別紙１２－１ （略） 

別紙１２－２ エフォート証明書 

別紙１３ ～ 別紙１９ （略） 

 

（４）業務委託費積算基準 

業務委託費積算基準（大学用） 

第１ （略） 

 表 

別紙１１ ～ 別紙１２－１ （略） 

別紙１２－２ エフォート証明書 

別紙１３ ～ 別紙１９ （略） 

 

（４）業務委託費積算基準 

業務委託費積算基準（大学用） 

第１ （略） 

 表 
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第２ （略） 

第３ （略） 

 

業務委託費積算基準（国立研究開発法人等用）（略） 

 

第２ （略） 

第３ （略） 

 

業務委託費積算基準（国立研究開発法人等用）（略） 



 

 


